
JABES 企業行動研究部会（#358）議事録

日　時：2026年 7月 8日（水）1８：00～20：00 
場　所：リモート会議 

参加者：14名 

◉事務局連絡 
• 本部会に新会員１名入会 
• 7/17～18第34回研究発表大会。課題のシンポジウム（於一橋講堂）「経営倫理学と経営実務
の融合」 

◉研究発表 
発表者：川村雅彦 部会員 
テーマ：「サステナビリティ史観」　の試み 

◯要 旨 
　発表者は、本課題を自身の30年来の非財務・サステナビリティ研究、および統合思考研究の集大成
としてまとめている。着想の出発点は、齋藤ジン氏の著書『世界秩序が変るとき～新自由主義からの
ゲームチェンジ』（自由主義の波動史観）であり、同じ約140年の時間軸の上にグローバル化／サス
テナビリティの流れを重ね合わせて図式化する試みを行った。 

基本的命題は「パクス・アメリカーナ後、世界はどうなるのか？」である。仮説的論点としては、以
下の三点を提示した。①世界秩序（統治）の変遷はグローバル化と密接不可分の関係にある、②サス
テナビリティ概念は、グローバル化の負の側面（環境破壊、人権・労働問題等の社会的歪み）を解決・
予防するために生まれた、③その背景には、「外部性」（市場に内部化されないコスト）、「有限性」
（コモンズの悲劇、プラネタリー・バウンダリー）、「未来（世代）の発見」という概念の形成・蓄
積がある。 

グローバル化の歴史的展開として、「パクス・ブリタニカ」「終戦後パクス・アメリカーナ」「冷戦
後パクス・アメリカーナ」の三段階に整理した。その促進要因は、交通・輸送技術と情報通信技術が
それぞれ量的・質的要因、自由貿易が制度的要因とした。同時に「光と影は不可分であり、影がある
からこそ光がある」という認識を示し、グローバル化の正の側面（経済成長、生活・文化の発展）と
負の側面（環境負荷、格差、雇用・労働問題、ポピュリズム等）が表裏一体であることを強調した。
「影＝負」は単なる副産物ではない。 

現在はトランプ現象に象徴される混乱期（サステナビリティ・バブルの崩壊？）にあるとしつつも、
次の時代（2050年くらいまで約30年）の国際秩序の基本課題は、「人類のサステナビリティ」そのも
のになるとの見通しを示した。その根拠は、人間活動の負（影）の累積が限界に近づいてきて、世界
の人々は「自分が生き残るための選択」を政治に求めるようになるから、とした。 

今後（当面）は、ナショナル・リージョナル・グローバルが重層化し、G2の相対化、ミドルパワー連
合やグローバルサウスの台頭などモザイク状の国際秩序に向かうとした。政府・企業はシナリオプラ
ンニング的な発想の下、資源・環境の有限性を踏まえた長期視点の戦略構築を行う必要があると結ん
だ。 

なお、本発表は全体的な「サステナビリティ史観」の提示にとどまっているため、企業の経営戦略・
ガバナンスへの具体的な落とし込みは、次回以降の課題とする旨が述べられた。



◯質疑・意見交換
• 米・露・イラン・日本・中国等で政治のセオクラシー化（神権政治化）が進んでいるのではとの指
摘もあるが。➡トランプ政権は福音派だけでなくMAGA派・テック業界等の利害連合であり、単純
な宗教的政治とは言えない。むしろ独裁化傾向かもしれないが、世界的に「酷暑」が進む中で、庶
民の生活逼迫（置き去りにされた人々の「やってられねぇ!」）が今後の政治変動の鍵になろう。 

• 本発表はシナリオのための材料収集にとどまっているのでは。望ましい未来像はあるか。途上国の
成長要求をどう位置づけるか。➡地球容量の限界と庶民生活の逼迫が変化の起点になる。 そもそ
もの問題意識は、日本企業の生き残り戦略を探ることであり、途上国は客体として十分に意識する
が、主語ではない。今は、「べき論」と「予測」の両にらみ。次代の中核を担うZ世代・α世代の
価値観は、今後重要になる。 

• GAFAMの台頭やAI覇権競争等デジタル領域をサステナビリティの外部性としてどう位置づける
か。  ➡AIの登場は文明史的なインパクトがあり、次代の国際秩序形成（覇者）には不可欠の要素
である。「デジタル・サステナビリティ」の視点から、今後、エネルギー・水資源問題とも絡めて
整理したい。

• サステナビリティの核心的キーワードは何か。食料安全保障等ナショナルな観点での具体化は。➡
冒頭で「現在世代も未来世代も食べていけること」と説明したが、人間が生物として、また社会的
に生きていくために、地球資源の有限性（つまり、衣食住の確保）が本質。 当面は、ナショナル
レベルの食料・エネルギー・水・鉱物等の複数の安全保障について、同志国連携による地経学的な
レジリエンス構築が鍵になる。 

• 「世界秩序史観」の主語は誰か。➡齋藤ジン氏の米国金融市場をベースとする議論（自由主義の変
遷に着目した史観）は、暗黙的に各国政府（政策決定者）を主語としている。よって、企業・NPO
あるいは個人は、その結果を受けて動く立場。サステナビリティ史観においても、主語の明確化に
は同意する。 

• 四半期決算等の短期主義に縛られる企業経営の中でどう対応すべきか。➡リーマンショック後の
「短期主義批判」に言及。それが財務・非財務の統合、短中長期の価値創造をめざす「統合思考・
報告」につながった。すでに日本企業には四半期決算は緩和されたはずだが、TCFDの4本柱（ガ
バナンス・長期戦略・リスクマネジメント、目標と指標）への実質的な組み込みが今後の課題。 

• 地球容量が限界に近づいた後の時代について、次の「パクス」概念として、サステナビリティを位
置づけるのか。➡未来は一つではないが、サステナビリティ史観に基づいて、「べき論」ないし「あ
りたい姿」とシナリオを組み合わせる必要があろう。今後のパートⅡで考察予定。 

• 企業活動の光と影は不可避との指摘に共感。日本は開示・訴訟によるリーガルの力が弱く、投資家
の役割が重要では。➡サステナビリティ開示の枠組は基本的に投資家向け。近年の「サステナビリ
ティ/ESGバブル崩壊」は、見せかけだけのウォッシュ排除の反面教師として機能している。日本
の投資家に全面的な期待はできないが、企業にはインテグリティに基づく21世紀型統合思考とマ
テリアルな開示が求められる。

• いずれ提言にできそうだが。➡うまくまとまれば、そうしたい。
 
◉今後の予定

（以上）

8月12日 359 勝田和行さま 仮）サステナビリティ､人的資本経営の情報開示について

9月 9日 360 野間口隆郎さま 仮）米国を動かす南部福音派プロテスタント教会の実態と
その意思に関する考察
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